越前町地域包括支援センター業務委託仕様書
１　業務名

　　越前町地域包括支援センター業務委託
２　目的

この仕様書は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）等の関係法令及び越前町地域包括支援センター業務委託公募型プロポーザル実施要領に定めるもののほか、越前町地域包括支援センター（以下「センター」という。）の業務委託に関して必要な事項を定める。
３　委託期間
令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで
４　委託する日常生活圏域
本業務を行うセンターが担当する日常生活圏域（以下「圏域」という。）は、以下のとおりとする。
　　越前町内全域（朝日地区、宮崎地区、越前地区、織田地区）
５　利用対象者
利用対象者は、町内に居住するおおむね６５歳以上の者及び介護保険第２号被保険者のうち要介護認定及び要支援認定を受けている者又は受ける可能性がある者とその家族等とする。

６　設置場所
担当圏域内の高齢者に配慮した場所に設置すること。

７　人員配置
（1） 基準
「９　業務内容」を行う正規職員として、次に掲げる資格を有する者を専任かつ常勤で各職種１名以上、合わせて３人以上配置し、センター業務全般を統括する管理者を配置すること。
➀保健師又は高齢者支援を含む地域ケア・地域保健等（※）に関する経験を１年以上有する看護師（准看護師は含まず）１人以上
②社会福祉士１人以上
③主任介護支援専門員１人以上
ただし、職員のうち１人は、センターの管理者を兼務して差し支えない。
また、各職種がセンターの業務全体を十分理解し、相互に連携・協働しながらチームとして実施できるよう情報の共有や業務の実施体制に特に配慮すること。
なお、委託する業務のほか、指定介護予防支援事業者（法第１１５条の２２）の業務を
行う職員として、介護支援専門員を適切な人数配置すること。介護支援専門員の配置数は、初年度については、ケアプラン作成及び指定居宅介護支援事業者委託分のケアプラン管理業務を併せ、1月あたり200件（自事業所140件、居宅事業所委託60件）程度の受託が可能な体制を整えること。ただし、センターと兼務して差し支えない。また、非常勤とすることも可とする。
※地域ケア・地域保健等：院内における高齢者看護ではなく、訪問看護や在宅介護支
援など地域で生活する高齢者への相談業務等を指す。
８　窓口業務時間及び休業日

センターの窓口業務時間及び休業日は次のとおりとする。
（1） 窓口業務時間
午前８時３０分から午後５時１５分を基準とする。
ただし、開始時間、終了時間は基準の時間数が確保されれば変更は可能。

（2） 休業日等
1 土曜日・日曜日

2 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日　

3 １月２日及び１月３日並びに１２月２９日から３１日まで
（3） 時間外の緊急相談等への対応
1 夜間等の緊急相談等に備え、２４時間対応が可能な体制を整えること。
2 日頃から、医療機関、その他関係機関等との連携に努めること。
９　業務内容
センターは、次に掲げる業務を実施する。
（１）総合相談支援業務

ア　地域住民が気軽に相談できる機会の確保
イ　多職種・他機関と連携した課題解決に向けた支援
ウ　ネットワークの構築
エ　地域の社会資源の把握と活用
(２) 在宅介護センター業務統括
　　ア　在宅介護センターへの指導・助言や活動支援
　　イ　定期的に連絡会等を開催し、連携・連絡体制を構築
　　ウ　在宅介護センター活動実績のとりまとめ

  (３）権利擁護業務（簡易なもの）
ア　成年後見制度等の活用促進
イ　高齢者虐待等への適切な対応

ウ　消費者被害防止のための情報提供
（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

ア　関係機関等との連携体制構築支援

イ　介護支援専門員間のネットワーク構築、活用
ウ　介護支援専門員への個別相談・支援

エ　介護支援専門員の実践力向上支援
（５）介護予防関連業務

　　ア　自立支援に資する介護予防ケアマネジメント

　　イ　つるかめ体操普及及び介護予防サポーターが実施するつるかめ教室の活動支援
（６）地域ケア会議運営
　　ア　地域ケア個別会議

（７）本町が行う在宅高齢者福祉・保健・医療サービス業務に係る申請代行及び申請者の状
況調査
（８）その他、基幹型地域包括センターが実施する地域支援事業への活動協力
(９) 指定介護予防支援業務の実施
上記で委託する業務のほか、指定介護予防支援事業者（法第１１５条の２２）の指定を受け当該業務を行うこと。但し、当該業務の一部については、委託契約を締結した指定居宅介護支援事業所に委託できることとする。なお、当該業務に係る人件費及び事業費は、本委託料とは別に、センターが国保連合会に直接請求する介護予防支援費および介護予防ケアマネジメント費で賄うものとし、経理区分は、町からの委託料と介護保険請求による収入等は明確に区分して経理を行うこと。
１０　施設の設備

1 施設に関して、面積要件は規定しないが「９　業務内容」を遂行するために必要な人員が執務できるスペース及び相談に対応できるプライバシーに配慮したスペース等を確保すること。
2 入口周辺も含め、高齢者に配慮した建物、設備であること。

3 併設のサービス提供事業部門がある場合は、センターの事務スペースとは分離すること。

4 設備に関して、事務室内には事務机・椅子一式、施錠可能な書類保管庫を整備し、センターが専用で利用できるパーソナルコンピューター、電話を設置すること。

5 センターが専用で利用できる電子メールアドレスを取得すること。
6 オンライン会議に参加可能な機器やスペースを確保すること。
7 センターを表示した看板を１つ以上設置し、地域住民へ周知すること。

8 職員が専用に利用できる自動車を１台以上配備すること。また、車両にはセンターの名称を掲げることが望ましい。

9 来訪者専用の駐車スペースを確保すること。また、事務所の入口を明示した案内看板を設置すること。
10 ①から⑨の設備類及びその他の設備に関する初期導入経費については、別途定める上限額の範囲内で町が負担する。
11 自動車配備に関する費用や自動車運用に係る交通事故等の損害金、その他自動車整備に関する一切の責任は受託者が負うものとし、その他の設備類等に係る契約についても町は関与しないものとする。
１１　留意事項

（1） センターの利用料は無料とする。
（2） 中立義務
業務の実施に当たっては、利用者に提供される介護予防サービス等が特定の種類に偏ることのないよう、又は特定の介護予防サービス事業者等による介護予防サービス等を利用するよう利用者等を誘導し、若しくは指示する等により、特定の介護予防サービス事業者等を有利に扱うことがないよう、公正中立を確保すること。
（3） 秘密保持
業務の実施に際して知り得た個人情報その他の事項について、個人情報の保護に関する法律を遵守するとともに、別記「個人情報取扱特記事項」に従うこと。
（4） 苦情対応と業務への反映
1 苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、利用者等から苦情の申立てがある場合は、迅速かつ誠実に対応すること。

2 苦情及び対応の内容について記録すること。
3 利用者等が苦情申立て等を行ったことを理由に不利益な取扱いをしないこと。
（5） 災害及び感染症対策
　日頃から災害や感染症等に備えるとともに、災害や感染症が発生した場合でも、必要なサービスが安定的、継続的に提供される体制整備に努めること。
（6） 損害賠償
センターがこの仕様書の各条項に違反し、又は法及び民法その他の関係法令に違反し、利用者又はその家族の生命、身体、財産に損害を与えた場合には、その損害賠償の義務を負う。ただし、センターに過失がない場合は、センターと町の協議により解決する。
１２　業務の改善等

　　センターは、町が行う点検・評価結果、及び地域包括センター運営協議会からの意見を参考に業務の改善を行い、適切な業務運営に努めること。

１３　協議事項

この仕様書について疑義が生じたとき、又はこの仕様書に定めのない事項については、関係法令等に従い協議の上、定めることとする。
別記

個人情報取扱特記事項

第１　地域包括支援センター（以下「支援センター」という。）は、個人情報保護の重要性を認識し、その業務の実施に当たっては、個人の権利および利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

第２　支援センターは、その業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。期間が終了し、または解除された後においても、同様とする。

２　支援センターは、この業務に従事している者に対して、在職中および退職後において、その業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に使用してはならないこと、その他個人情報の保護に必要な事項を周知するものとする。

第３　支援センターは、その業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

第４　支援センターは、その業務に関して知り得た個人情報の漏えい、個人データの滅失およびき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

第５　支援センターは、町の指示または承認があるときを除き、その業務に関して知り得た個人情報を業務の目的以外の目的に利用し、または提供してはならない。

第６　支援センターは、その業務を処理するために町から提供された個人情報が記録された資料等を、町の承諾なしに複写し、または複製してはならない。

第７　支援センターは、町の承認があるときを除き、個人情報を取り扱う業務を第三者に委託してはならない。

第８　支援センターは、その業務を処理するため町から提供を受け、または自らが収集し、もしくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに町に返還し、または引き渡すものとする。ただし、町が別に指示したときは、その指示に従うものとする。

第９　町は、必要があると認めるときは、支援センターがその業務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時実地に調査することができる。

第１０　支援センターは、ここに定める特記事項に違反する事態が生じ、または生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに町に報告し、町の指示に従うものとする。
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